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旭川医科大学病院における輸血前・輸血後感染症検査の実施状況

紀野 修一１） 友田 豊１） 伊藤 喜久２） 唐崎 秀則３） 葛西 眞一３）

【背景】当院では 2005 年 7 月以降，輸血患者全例実施を前提に輸血前後の感染症検査を実施している．その方法
と成績について報告する．
【方法】輸血予定患者には，輸血前検査セット（HBs 抗原，HBs 抗体，HBc 抗体，HCV 抗体，HCV コア抗原，HIV

抗体）を用いて検査を行った．輸血前検体として交差試験の残血清を凍結保存した．最終輸血から 2 カ月以上経過
した患者を抽出し，輸血後検査のおすすめをダイレクトメール（DM）で郵送し，検査受検を促した．2006 年 1 月～
9 月に DM を郵送した患者に輸血後検査についてアンケート調査を行った．
【結果】2005 年下半期，2006 年上半期・下半期，2007 年上半期ごとに各指標を集計した．輸血前検査セット利用

率は徐々に増加した．当院での輸血後検査実施率は 35～40％ であった．輸血後検査のアンケートを 344 名に送付し，
192 名（56.6％）の回答を得た．死亡例を除く 179 名中 144 名（80.4％）が輸血後検査を受検していた．当院での受
検者は 99 名，他医は 45 名であった．
【結論】当院での輸血後検査受検率は DM 送付者の約 40％ であった．アンケート調査の結果を加味すると輸血後

患者の 50～80％ 程度は輸血後検査を受けていると推定される．輸血患者の安全確保のためには輸血後検査が必須で
ある．輸血後の感染症マーカー陽性例の原因を明らかにするためには，輸血前に通知に記載されているマーカーが
検査されているか，輸血前検体が保存されている必要がある．
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緒 言
輸血用血液の安全性向上のため，日本赤十字社は1972

年に献血者血液の HBs 抗原検査，1986 年には HIV 抗
体検査，1989 年には HCV 抗体検査を導入した．1999
年には，HBV，HCV の核酸増幅検査（NAT）が導入さ
れ，輸血後肝炎の発生率は年々減ってきた．NATのプー
ルサイズは現在 20 プールにまでなっているが，輸血後
感染の残存リスクはゼロにはなっていない１）２）．

厚生労働省（厚労省）は輸血患者の安全確保のため，
2004 年 9 月 17 日付で，輸血前後に HBV，HCV，HIV
マーカー検査を行うことを通知した３）．当院では 2005
年 7 月からこれらの検査を全輸血患者に実施できるよ
うに努めている．

今回，当院における輸血前後の感染症検査実施法と
その状況について報告する．また，輸血患者に対し輸
血後検査に関するアンケート調査を実施したので，そ
の結果についても報告する．

対象と方法
1．輸血前後の感染症マーカー検査実施のための方法
厚労省通知３）に準じた輸血前後の感染症検査実施のた

めの方策について輸血療法委員会で検討した（Table
1）．当院における輸血前後の感染症検査の流れを Fig.
1 に示す．通知以前から輸血前には説明書を用いて同意
を取得していたが，輸血前後検査を実施するため，説
明文の内容を修正した（Table 2）．通知に記載されてい
る輸血前検査項目をセット化し，必要な項目を簡単に
オーダできるようにした．輸血前検体は，従来通り交
差適合試験の残余を凍結保存することにした．最終輸
血から 2 カ月以上経過した時点で，輸血後検査対象患
者を輸血部門システムから抽出し，病院情報システム
に登録されている住所宛にダイレクトメール（DM）で

「輸血後感染症検査のおすすめ」（Fig. 2）を送ることにし
た．検査の実施施設は当院に限定せず，近医やかかり
つけ医も選択できる文面とし，医師宛には検査実施法
に関する説明を加えた．当院で受検した場合には検査
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Fig. 1 Flowchart of viral marker testing in the pre- and post-transfusion period
HBV: hepatitis B virus, HCV: hepatitis C virus, HIV: human immunodeficiency virus, Ag: An-
tigen, Ab: Antibody, NAT: Nucleic Acid Amplification Test

Table 1 Implementation of pre- and post-transfusion viral marker testing

1）患者への周知
①「輸血の説明と同意書」に輸血前後に感染症検査を実施すること，輸血前検体の保
管について明記．
②また、最終輸血後2～3カ月経過した時点で輸血後検査を通知するダイレクトメー
ル（DM）を郵送することを明記．

2）院内体制の整備
①輸血前後の感染症検査の流れをフローチャート化したマニュアルを院内に配布．
②オーダリングに輸血前後の感染症検査セットを導入．セットで行われた検査につ
いては診療報酬明細書に，輸血に関連する感染症検査であることを明記．
・輸血前検査セット：HBs-Ag, HBs-Ab, HBc-Ab, HCV-Ab, HCV core Ag, HIV-Ab
・輸血後検査セット：HBV-NAT, HCV-NAT, HIV-NAT（2006年12月まで）

HBV-DNA, HCV core Ag, HIV Ab（2007年1月から）
③部門サーバーに保存されている輸血履歴を元に，最終輸血後2カ月超の患者を抽出
するシステムを導入．同時に患者基本情報から宛名ラベルを出力．

3）輸血後検査受検の通知
①DMで輸血後感染症検査実施のお知らせを郵送．
②継続輸血患者については，3カ月に1回程度の検査実施を主治医に協力依頼．
4）結果の通知
①当院で感染症検査を受けた場合は，DMで患者に結果を通知．

結果を輸血部門から患者宛に封書で通知することにし
た．なお，通知時期に当院入院中の場合，主治医宛に
輸血後検査オーダを依頼している．継続して輸血を行っ
ている患者に対しては，担当医が 3 カ月に 1 回程度輸
血後検査をオーダする取り決めにした．

2．輸血前感染症検査の実施状況
2005 年 7 月から 2007 年 6 月までの，のべ 2,347 名の

輸血患者について輸血前検査実施状況を調査した．厚
労省通知３）の検査項目（HBs 抗原，HBs 抗体，HBc 抗体，
HCV 抗体，HCV コア抗原，HIV 抗体）全てを含む検
査が行われているもの，継続輸血患者で前回の輸血後

検査が今回の輸血前検査を兼ねているもの，それ以外
の検査項目を実施しているもの（HBs 抗原と HCV 抗体
の組み合わせなど），1 項目も検査が行われていないも
のの 4 グループに分類し，半年毎に集計した．ウイル
ス再活性化が報告されている HBV については４）５），セッ
ト検査未実施者を対象に輸血による感染伝播証明の鍵
となる HBs 抗体， HBc 抗体の実施状況を検討した６）．

3．輸血後感染症検査の実施状況
2005 年 7 月から 2007 年 6 月までに輸血をうけて，

「輸血後感染症検査のおすすめ」を送付した，のべ 1,276
名について，当院での輸血後感染症検査実施状況を調
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Fig. 2 Notification of the post-transfusion viral marker test

Table 2 Template text for patients about viral marker testing in the pre- and post-transfusion period

改訂後 平成17年6月改訂改訂前

6．輸血前・輸血後の感染症検査について6．輸血後感染症検査のお奨め
　輸血によるウイルスなどの感染の危険性はゼロではありません．厚生労働省の指導に
より，輸血前にあなたが肝炎ウイルスやエイズウイルスに感染しているか否かを調べさ
せて頂きます．そして，あなたの輸血前の血液の一部をしばらくの間凍結保存し，不幸
にして輸血によるウイルス感染症に罹った場合，その原因を明らかにするために用いま
す（保存期間は約2年間で，その後破棄します）．なお，輸血が原因でウイルス感染症に
罹った場合は，生物由来製品感染等被害救済制度による救済（給付）が受けられます．

　輸血によるウイルスなどの感染の危険
性はゼロではありません．自己血輸血以
外の輸血を受けられた患者様は，ご自身
の健康のために，輸血に伴うウイルス感
染の有無を検査されることをお奨めしま
す．輸血後2ヶ月以降は，健康保険で肝
炎ウイルスやエイズウイルスの検査を受
けることができます．検査希望がある場
合は，担当医までお申し出下さい．

　また，厚生労働省の輸血に関する指針では，自己血輸血以外の輸血を受けられた方は，
ご自身の健康管理のため，輸血後にウイルス感染の有無を検査することが推奨されてい
ます．輸血後2～3ヶ月経過したら，肝炎ウイルスやエイズウイルスの検査を受けて下
さい．検査には健康保険を使えます．なお当分の間，当院が国と日本赤十字社が行う全
国調査の協力施設に登録されているため，当院で検査を受けられた場合にかぎり検査費
用はかかりません＊．
　また，当院では，患者様の健康維持を考え，最後の輸血から約2～3ヶ月後に，登録
されている住所宛に輸血後感染症検査の実施を封書でお知らせするサービスを行ってい
ます．もし，ご案内が不要の場合は担当医までお知らせ下さい．（担当医殿；患者様が輸
血後感染症検査実施の通知を不要と言われた場合は，輸血部までご連絡下さい）

＊：現在の説明文では，日本赤十字社が行っていた全数調査に関して記載している部分は削除している．

査した．2006 年 12 月までは日本赤十字社が行っていた
「医療機関での輸血後感染症に関する全数調査」７）に参加
していたため，検査法はHBV，HCV，HIVともにNAT
を用いた．2007 年 1 月からは，厚労省通知検査項目

（HBV-DNA，HCV コア抗原，HIV 抗体）を検査した．
4．輸血後感染症検査に関するアンケート調査
2006 年 3 月から12月に輸血後感染症検査のお知らせ

を発送した 344 名を対象とし，①当院および他院での
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Fig. 3 Execution of the pre-transfusion viral test

Fig. 4 Execution rate of physician-ordered HBs-Ab and/or HBc-Ab tests without 
use of a set menu.
＊ Set menu includes HBs-Ag, HBs-Ab, HBc-Ab, HCV-Ab, HCV core Ag, and HIV-
Ab.

Table 3 Execution of the post-transfusion viral test

輸血後検査
実施率（当院）

輸血後検査
実施数（当院）

輸血後検査
通知数輸血患者数輸血時期

38.5%1213145582005年後期
41.0%1283125992006年前期
34.9%1073075782006年後期
35.6%1223436112007年前期

37.5%4781,2762,346計

輸血後検査実施率，②当院の輸血後検査実施体制の問
題，③輸血後検査に対する患者の感想，などを把握す
るため輸血後検査実施状況をアンケート調査した．

結 果
1．輸血前感染症検査の実施状況
厚労省通知の検査項目すべてを含む輸血前感染症検

査セットの利用率は半期毎に増加していた（Fig. 3）．輸
血前検査セット未使用群における HBs 抗体，HBc 抗体
検査の実施率は低かった（Fig. 4）．
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Fig. 5 Summary of the guestionnaire of the post-transfusion viral marker test

2．輸血後感染症検査の実施状況
当院における輸血後感染症検査の受検率は全体で

37.5％ であった（Table 3）．半年毎にみると，実施率は
35％～40％ 程度で変わらなかった．

3．輸血後感染症検査に関するアンケート結果
アンケート調査を送付した 344 名中，転居などで調

査票が宛先に届かなかった 5 名をのぞく 339 名につい
て検討した（Fig. 5）．

1）患者死亡という回答 13 名分を含め 192 名，56.6％
の回答率であった．

2）死亡例をのぞく 179 名の回答者のうち 159 名
（88.8％）は，輸血後検査は必要であると回答した．

3）当院から輸血後検査のDMが届くことを知ってい
たのは，104 名（58.1％）であった．知らなかったと回
答した 68 名中，17 名は説明と同意書に基づいた医師の
説明がなかった，28 名は説明書を読まなかったと答え
た．その他，緊急手術であった，輸血前に意識がなかっ
た，忘れてしまったという理由があげられていた．

4）全回答者 179 名中 144 名（80.4％）が輸血後検査
を受検したと回答した．当院での受検者は 99 名，他医
は 45 名であった．当院での受検者の 76％ は通知を受
けてから 1 カ月以内に，98％ は 3 カ月以内に検査を受
けていた．他院での受検者も 3 カ月以内にほとんどが
検査を受けていたが，1カ月以内の受検者は55％であっ
た．未受検者は 31 名（17.3％）で，受検を忘れたと回
答した 15 名中 13 名は今後検査を受ける予定であると
回答した．未受検の理由として 1 名が検査の必要なし
と回答した．今後検査を受ける予定のあるものを加え
ると，輸血後感染症検査の受検率は 157 名（87.8％）と

なる．

考 察
2004年9月17日付の厚労省通知で，輸血前後にHBV，

HCV，HIV マーカー検査を行うことが勧奨され３），当院
では 2005 年 7 月から輸血前後のウイルスマーカー検査
を実施している．

当院の取り組みの特徴は，最終輸血2～3カ月後にDM
を送付し検査を促すことである．輸血後検査実施を促
す方法として，輸血時または退院時に輸血後検査受診
を促す通知文を患者に手渡す，適切な時期に DM を送
付するなどの意見があった．医師に対しては，オーダ
リング画面に検査オーダを促すアラートを表示する，
対象患者リストを各診療科や担当医師へ文書で通知す
るなどの方法が考えられた．しかし，輸血後検査の時
期に当院に通院していない患者が多いこと，検査を促
す書面を患者に渡したとしても受検してもらえるか不
確定であること，医師の入れ替わりの多い大学病院で
輸血後検査実施の周知は難しいであろうことなどから，
輸血部門から患者に DM を送付する方式を採用した．
長峰らは個人票を用いた担当医への輸血後検査通知シ
ステムを開発し 77.3％ という高い実施率を報告してい
るが，検査未実施の理由として退院後再来予定のない
患者の存在をあげている８）．また，近藤らは診療録の表
紙ポケットに輸血後検査通知カードを入れる方式を用
いたことで検査実施率が向上したが，退院，死亡など
で未検査となった患者が，月平均 38.1 人の検査対象者
に対し 13.4 人存在すると報告しており９），退院後患者の
捕捉が困難な実態が窺える．すなわち，入院中患者と
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自院通院患者を対象とした輸血後検査実施体制では十
分とはいえない．

輸血後感染症検査に関するまとまった報告は見あた
らないが，第 54 回，第 55 回日本輸血・細胞治療学会
総会では，その実施率は9～90％と報告されている１０）～１５）．
実施率の施設間差には，報告施設の病院規模，地域で
の病院機能，退院患者の自院外来通院率などの要因が
関係していると考えられる．当院での輸血後検査実施
率は，当院で受検した患者に限定すると 37.5％ で，退
院後自院の外来に通院する患者が多くない大学病院と
しては満足できる数値と考えられる．DM を送付した患
者へのアンケート調査結果では，回答者の約 80％ が輸
血後検査を受けており，その約70％が当院で，残り30％
が近医などで受検していた．アンケート結果にバイア
スがかかっていることは否めないが，DM を送付した患
者の 50～80％ 程度は輸血後検査をうけているものと推
定できる．安藤らは東海地区の医療機関への輸血感染
症対策に関する調査報告の中で，輸血後検査のタイミ
ングを何らかの形で主治医，患者自身に通知する方策
が必要であると述べている１６）．DMを用いた輸血後検査
通知は，検査実施に適切なタイミングに送付すること
ができ，患者に直接届くため検査実施率は向上すると
考えられる．

DM 方式によるコストは主として郵送費で，輸血後検
査の結果送付にかかる費用をあわせても，試算では年
間 10 万円以内であった．この額は輸血患者の安全を確
保するための費用としては大きな負担ではないとの病
院執行部の判断があった．また，この額は輸血管理料
取得ができれば十分にまかなうことができる額である．
なお，輸血オーダ導入時であったため，対象患者抽出
プログラム開発に関するコストは発生しなかった．

輸血前検査については輸血療法委員会を通じてセッ
ト検査利用を推進してきた．取り組み開始後 2 年で，
約半数の患者で厚労省通知項目の検査が行われるよう
になった．セット化されていないと輸血前検査の必要
性を医師が認識していても，必須項目すべてを個別に
オーダすることは難しいと考えられる．したがって，
通知に記載されている 6 種類のマーカーがもれなく検
査されるためにはセット化が必須と考えられる．セッ
ト未使用群における HBs 抗体，HBc 抗体の検査率は低
く，輸血後検査で HBV-DNA 陽性の場合，輸血前検体
が保存されていないと，HBV の輸血による伝播と再活
性化の鑑別は困難である．輸血前には HBs 抗体，HBc
抗体を含んだ検査を行うか，患者検体の保存が必要で
ある．

輸血療法の実施に関する指針（改定版）には，感染
症救済制度と給付の条件，感染症検査と検体保管につ
いて患者に説明するように書かれている１７）．また，輸血

管理料の施設基準届出書にも輸血前後の感染症検査の
有無，輸血前検体の保存の有無の記入欄がある．した
がって，輸血前後感染症検査の実施や輸血前検体保存
は輸血を行う医療機関の責務ととらえられる．輸血前
後の感染症検査は国が推奨するもので，医師が感染リ
スクを考慮して検査を行う場合には診療報酬を請求で
きることになっているが，査定されることがあると聞
く．査定が継続されると，輸血前後の検査は次第に実
施されなくなるであろう．そうなると，輸血後ウイル
ス感染を疑って検査を行いその結果が陽性の場合に，
輸血前検体が保存されていないと輸血前の感染状況を
知りえなくなる．そして結果的には，輸血によってウ
イルスが伝播した真の救済対象者であっても，因果関
係を証明できないため救済されない事態となる可能性
が高い．輸血患者の安全確保のため，輸血前後の感染
症検査実施に対する保険給付が確実に行われることが
望まれる．

最近，輸血・細胞治療学会から輸血前後の感染症マー
カー検査についてのマニュアルが公開された１８）．これに
は輸血感染症対策の公約数的な内容が記されているが，
輸血前検体の保存と輸血後感染症検査の実施について
特に強調されている．輸血による感染症伝播の早期発
見と治療という目的を達成するためには，輸血後検査
と輸血前検体保存の完全実施が必須である．今後，医
療経済的側面や病院規模と院内システム構築などの面
から厚労省通知の項目すべての検査が必要か否か検証
し，輸血患者の安全が確保できる効率的な輸血感染症
検査体制の構築が必要であろう．

結 語
輸血前後の感染症検査実施状況について検討した．

検査実施開始後約 2 年で厚労省通知にある輸血前検査
項目すべて含むセットの利用率は全輸血患者の50％程
度になった．輸血後感染症検査実施の適切な時期に DM
で患者宛に通知する方式を採用したところ，約50～80％
の患者が輸血後感染症検査を受けていると推定できた．
今後，医療経済や病院規模などに応じた輸血前後感染
症検査のあり方を構築することが必要である．
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Abstract:

［Background］
Wehave conducted pre- and post-transfusion viral marker tests in all patientswho are candidates for transfusion

from July, 2005. Here, we report two years’ experience with these activities.
［Materials and Methods］
We tested a series of viral markers (HBs-Ag, HBs-Ab, HBc-Ab, HCV-Ab, HCV coreAg, HIVAb) in patients before

transfusion. Also, patient blood samples that were unused following cross-match testing were frozen and stored in
a freezer. We selected patients whose most recent transfusion was more than two months previously, and sent them
a letter of notification of the post-transfusion viral marker test directly. We sent out a questionnaire about the post-
transfusion viral test to patients who had received the direct mail from January to September, 2006.
［Results］
The data were analyzed every half-year. The rate of implementation of pre-transfusion viral marker tests has in-

creased gradually. The examination ratio of post-transfusion viral tests was about 30-40％ in each half-year period.
According to the questionnaire, 77％ of patients who received a blood transfusion were subject to post-transfusion
viral marker testing.
［Summary］
About 40％ of patients who received a letter of notification were examined by a post-transfusion viral marker

test in our hospital. According to the questionnaire, we estimate that 50-80％ of patients who received direct mails
checked their viral status after transfusion. To maintain the health of patients, post-transfusion viral testing should
be done. Moreover, to determine the cause of any post-transfusion infection, it is necessary to store patient blood sam-
ples, or to conduct viral testing before transfusion.
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